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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成24年4月5日(2012.4.5)

【公開番号】特開2010-282352(P2010-282352A)
【公開日】平成22年12月16日(2010.12.16)
【年通号数】公開・登録公報2010-050
【出願番号】特願2009-134126(P2009-134126)
【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｆ  13/362    (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ  13/28     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｆ  13/362   ５１０Ｅ
   Ｇ０６Ｆ  13/28    ３１０Ｂ

【手続補正書】
【提出日】平成24年2月20日(2012.2.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　メモリと複数の入出力デバイスとの組み合わせからなるＤＭＡチャネル毎にＤＭＡ転送
を行うＤＭＡアービタと、ＤＭＡアービタを制御するＤＭＡ制御回路からなるＤＭＡ転送
制御装置であって、
　前記入出力デバイスからＤＭＡ転送要求が到来したときの判定時刻がＤＭＡ転送予定時
刻以降である場合に前記ＤＭＡアービタへＤＭＡ転送許可として送出する判定部と、
　前記ＤＭＡ転送要求に伴うＤＭＡ転送サイズと前記判定時刻とに基づいて次回の前記Ｄ
ＭＡ転送予定時刻を算出する転送時刻計算部と、
　を備えることを特徴とするＤＭＡ転送制御装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３４】
　以上のように動作するＤＭＡ転送制御装置によれば、ピークＤＭＡ転送速度に応じたＤ
ＭＡ転送予定時刻を越えるまでは、ＤＭＡ転送要求があってもＤＭＡ転送を待機（ｗａｉ
ｔ）させる。この結果、ＤＭＡ転送要求が一時的に集中したとしても、予め決められたＤ
ＭＡ転送速度を超えないようにＤＭＡ転送を動的に制御することができる。
　なお、本発明において、さらに下記の形態が可能である。
［形態１］
　上記１つのアスペクト（側面）に係るＤＭＡ転送制御装置のとおりである。
［形態２］
　単位時間間隔で前記判定時刻を計時するタイマカウンタと、
　前記ＤＭＡ転送要求が到来したときの前記判定時刻と前記ＤＭＡ転送予定時刻とを比較
する比較器と、
　を備え、
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　前記判定部は、前記判定時刻が前記ＤＭＡ転送予定時刻以降であることを前記比較器の
出力が示す場合に前記ＤＭＡアービタへＤＭＡ転送許可として送出し、前記判定時刻が前
記ＤＭＡ転送予定時刻より早いことを前記比較器の出力が示す場合に前記ＤＭＡアービタ
へＤＭＡ不転送許可として送出することを特徴とする形態１記載のＤＭＡ転送制御装置。
［形態３］
　前記転送時刻計算部は、
　　前記ＤＭＡ転送要求に伴うＤＭＡ転送サイズの設定値と前記ＤＭＡ転送サイズあたり
のＤＭＡ転送間隔の設定値とを乗算し前記判定時刻を加算する計算部と、
　　前記計算部の計算結果を次回の前記ＤＭＡ転送予定時刻として保持するレジスタと、
　を備えることを特徴とする形態１記載のＤＭＡ転送制御装置。
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